
議案第２０７号 薩摩川内市東郷総合運動場の指定管理者の指定について【経済政策課】 

 

１ 指定管理者に行わせる施設の概要 

施設名（薩摩川内市東郷総合運動場） 

⑴ 設置条例 薩摩川内市体育施設条例 

⑵ 設置目的 スポーツ振興及び文化の向上を図るため設置 

⑶ 施設の事業内容 施設の利用提供 

⑷ 現在の管理形態 指定管理（委託料制） 

 

２ 指定管理者に行わせる業務 

⑴  施設の維持管理に関する業務 

⑵  施設の運営に関する業務 

⑶ ⑴及び⑵に掲げるもののほか、市が必要と認める業務 

⑷ 自主事業 

 

３ 指定管理候補者の概要 

⑴ 名称 特定非営利活動法人川内スポーツクラブ０１ 

⑵ 所在地 薩摩川内市運動公園町３０３０番地 

⑶ 代表者名 理事長 下門 信久 

⑷ 設立年月日 平成１５年１０月９日 

⑸ 基本財産 － 

⑹ 職員数 ３１名（令和７年７月現在） 

⑺ 事業概要 

 全ての年齢層の人々に対して、スポーツを核とした健康づくりに関 

する事業を行い、それぞれの体力・技術・興味・目的に応じて、地域・ 

性別・年齢による垣根のないスポーツ環境を提供し、健康的な生活の 

実現に寄与する。 

 

４ 当該指定管理候補者が示した事業計画の概要 

⑴ 基本方針 

ア 事業への取組については、施設を「市民の憩いの場」として、い 

かに利用者（市民）へ安心・安全で快適な施設を提供できるかを基

本に考える。 

イ 接客・受付等のサービスの向上は基より、施設の利便性・安全性

に十分配慮した適正な管理・運営を図る。 

ウ 総合型スポーツクラブの特性を生かしてスポーツの普及振興と

市民の健康増進・体力向上というソフト面を導入し、スポーツ教室、

健康運動教室等を計画・実施し、施設の利用促進に努める。 

エ これまで各指定管理施設で培ってきた管理・運営のノウハウを生

かした運営を行う。 



⑵ 管理計画 
ア 電気・機械等保全、安全管理、清掃、警備等に係る維持管理業務 

イ 緊急時（防犯・防災等）は、緊急事態連絡体制により迅速に対応 

⑶ 運営計画 

ア 施設の快適な利用環境の追求と徹底した接遇でトラブルを防止

し、クレーム等の対応、利用者の要望等については、理事会で適切

な対策を検討するとともに、市へ報告し、市との協議の上で最善の

対策を講じる。 

イ ホームページやＳＮＳ等を利用して、施設の紹介やイベント等を

随時発信し、利用していただけるよう積極的に働き掛けるととも

に、スポーツ教室、健康運動教室等を実施し、新たな利用者層の開

拓を目指す。 

ウ これまで培ってきたノウハウを生かし、スポーツを通しての青少

年の健全な育成、高齢者の健康体力づくり教室等を通じた、「生き

がいづくり」、「健康づくり」の裾野を広げる活動を発展させる。ま

た、地域の各スポーツ団体等とも協力し、共催して大会・イベント

等を実施し、地域の活性化にも尽力する。 

エ 職員の資質向上にも積極的に取組、研修等も定期的に行い、職員

全体のレベルアップを図る。 

⑷ 組織体制 事務局（事務局長、経理責任者）、施設総括責任者、パート（受付） 

⑸ 収入・支出計画 

 
 

項 目 
金額（千円） 

令和８年度 

収 入 
使用料 １，８００ 

合計 １，８００ 

支 出 

人件費 ６，０２０ 

光熱水費 ３，３３７ 

修繕費 ５００ 

管理費 ９１９ 

委託費 １，６８６ 

雑費 ０ 

合計 １２，４６２ 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 選定経過の概要 

⑴ 選定委員会開催日 令和７年１０月９日（木） 

⑵ 選定委員 
経済シティセールス部長、財産マネジメント課長、経済政策課施設担当

課長、利用者代表（２名）、地元代表者（１名）、有識者（１名） 計７名 

⑶ 応募団体数 
ア ①民間事業者 ②NPO法人１③出資法人 ④その他  

イ ①市内事業者１②市外事業者 ③県外事業者  計１者 

⑷ 選定の理由 

選定委員会において、事業計画書の内容、事業の収支計画、その

他について総合的な審査を行った結果、合格基準点（４２０点）を

上回り、また、適切な管理運営が期待できることが見込まれるため、

指定管理候補者として適当であると判断した。 

⑸ 採点結果表 別紙のとおり 

 



別紙 

採点結果表 

 

 審査項目 配点 

特定非営

利活動法

人川内ス

ポーツク

ラブ０１ 

１ 事業計画書による施設の運営が、市民の安全と平等使用の確保を図るものであるか。 

  管理運営にふさわしい団体の基本方針であるか。公平・公正性が確
保され、特定の団体等を優遇する可能性はないか。 

７０ ５０ 

  

  緊急時の対応やトラブル防止の対策等を定めているか。 ７０ ４８ 

  計 １４０ ９８ 

２ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮し、使用者のサービスの向上が図られ
るか。 

  使用促進、使用者増を図る計画はあるか。 ７０ ４２ 

  使用者ニーズの把握と業務への反映方法はあるか。 ７０ ４６ 

  計 １４０ ８８ 

３ 施設の管理経費の縮減が図られるか。 

 
経費の縮減は図られているか、内容は適切か、また縮減の見込みは
あるか。 

１４０ ９２ 

 計 １４０ ９２ 

４ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的・人的能力を有しているか。 

  申請団体の経営状況に問題はないか。 ３５ ２５ 

  市内に事業所等を有しているか。 ３５ ２８ 

 職員配置において、勤務体制に無理はないか。 ３５ ２３ 

  同種又は類似施設の管理運営の実績はあるか。 ３５ ２６ 

  計 １４０ １０２ 

５ その他（市長が定める必要な事項） 

  団体の特徴、セールスポイント、地域貢献活動等 １４０ ９６ 

 計 １４０ ９６ 

合計 ７００ ４７６ 


